第１号様式（第５条関係）
事業実施計画書
　　年　　　月　　　日
住　　　　所　
申請者　名　　　　称　
代表者職氏名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　本事業による保育補助者等の業務及び保育士の業務負担が軽減される内容
	


２　職員の雇用管理や勤務環境の改善に関する取組（保育補助者等の配置を除く。）
	


３　保育補助者については、資格取得に向けた支援の取組（勤務時間調整や講習受講の機会の確保等）と資格取得時期の見込みについて明記すること。
	


４　保育補助者等雇上計画
	
	氏名
	雇用開始年月日
	資格
※１
	知識及び
技能要件
※２
	実習開始日
※３
	通算経験
年月数
※４,５

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	


※１　保育士資格について有・無のいずれかを記入すること。
※２　下記１～４のいずれか該当するものを記入すること。
１：40時間以上の実習
２：常勤の職員として保育業務に１年以上従事した経験
３：家庭的保育者
４：子育て支援員専門研修(地域保育コース(地域型保育))を修了
※３　※２で１を選択し、かつ実習を修了していない場合に、実習を開始する日を記入すること。
※４　当該年度４月１日を基準として算定すること。４月１日以降に開所した施設においては、開所日を基準とする。４月１日時点で対象となる保育補助者のいない施設においては、４月１日以降に新たに雇い上げた場合、最初に雇い上げた日を基準とする。なお、基準日以降に新たに雇い上げる等して追加する保育補助者においては、平均経験年数の算定に含めないものとし、通算経験年月数は空欄とすること。
※５　平均経験年数算定表(別紙様式1－1)、職員履歴報告書(別紙様式1-2)および職員の在籍を証する書類の写しを提出すること。
